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１ 一般会計歳入歳出決算収支について

平成２１年度の一般会計歳入決算額は、５，１１７億７，４５３万円で前年度に比べ４１０億６，２８５万円、８．７％の増、歳出決算額

は、５，０６１億４，６４１万円で前年度に比べ３９５億６，４９２万円、８．５％の増となり、歳入歳出ともに２年連続で増加となった。

これは、悪化する経済・雇用情勢等に対応した積極的な予算を編成したことによるものである。

また、歳入歳出の差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は３５億９，７３８万円の黒字で、前年度に比べ

４億５，７１２万円の増となった。

（決算収支） （単位：千円，％）

平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率

ａ ｂ ｃ=ａ-ｂ ｃ/ｂ*100

511,774,534 470,711,687 41,062,847 8.7

歳 出 決 算 額 506,146,413 466,581,496 39,564,917 8.5

形 式 収 支 5,628,121 4,130,191 1,497,930 36.3

翌年度へ繰越すべき財源 2,030,742 989,928 1,040,814 105.1

実 質 収 支 3,597,379 3,140,263 457,116 14.6

平 成 2 1 年 度 福 井 県 歳 入 歳 出 決 算 状 況 に つ い て

区 分

歳 入 決 算 額

対前年度比
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・悪化する経済・雇用情勢等への対応

5,061

- 2 -



２ 一般会計歳入決算の状況

(1) 前年度と比べると、県税、地方交付税などが減少したが、国庫支出金、繰入金、諸収入、県債などが増加したことにより８．７％の増となった。

(2)

県 税 … 景気悪化による法人二税の減少（約１７２億円）や地方法人特別税の創設などにより、約２１１億円の減となった。

地方交付税… 臨時財政対策債の増に伴う普通交付税の減により、約６２億円の減となった。

国庫支出金… 公共投資臨時交付金（約８５億円）や経済危機対策臨時交付金（約５２億円）など経済雇用対策として国から配分された交付金

などの増により、約２６０億円の増となった。

繰 入 金 … 緊急雇用創出事業臨時特例基金（約１６億円）や地域振興基金（約１９億円）、地域活性化基金（約３３億円）の取崩額の増加な

どにより、約１１０億円の増となった。

諸 収 入 … 制度融資貸付金の拡充などにより、約１３７億円の増となった。

県 債 … 実質的な地方交付税である臨時財政対策債が増（約２２３億円）となったことにより、約１４６億円の増となった。

(3) 県債残高については、平成２１年度末の残高が８，５４６億円となり、前年度に対して３２６億円の増となったが、臨時財政対策債を除いた県債残高

は、６，５０９億円で前年度に対して４７億円の減となった。

（歳入決算額） （単位：千円，％） （歳入款別決算比較） （単位：千円，％）

増 減 額 増減率 款 別 決 算 額 決算額 決 算 額 決算額 増 減 額 増減率

予算現額 A 539,368,388 498,509,316 40,859,072 8.2 ａ 構成比 b 構成比 ｃ＝ａ－ｂ ｃ/ｂ*100

調定額 B 516,691,601 481,376,137 35,315,464 7.3 県 税 92,807,252 18.1 113,871,035 24.2 △ 21,063,783 △ 18.5

収入済額 C 511,774,534 470,711,687 41,062,847 8.7 地方消費税清算金 16,025,421 3.1 15,251,422 3.2 773,999 5.1

不納欠損額 D 141,520 7,101,238 △ 6,959,718 △ 98.0 地方譲与税 6,422,696 1.3 2,054,759 0.4 4,367,937 212.6

収入未済額 B-C-D 4,775,547 3,563,212 1,212,335 34.0 地方特例交付金 1,112,204 0.2 1,730,490 0.4 △ 618,286 △ 35.7

収入率 C/A 94.9 94.4 － － 地方交付税 109,003,757 21.3 115,220,190 24.5 △ 6,216,433 △ 5.4

交通安全対策特別交付金 316,061 0.1 315,862 0.1 199 0.1

分担金および負担金 4,226,254 0.8 4,296,436 0.9 △ 70,182 △ 1.6

使用料および手数料 5,693,221 1.1 5,633,750 1.2 59,471 1.1

国庫支出金 105,627,811 20.6 79,613,599 16.9 26,014,212 32.7

財産収入 928,259 0.2 1,071,581 0.2 △ 143,322 △ 13.4

寄 附 金 244,952 0.0 301,998 0.1 △ 57,046 △ 18.9

繰 入 金 18,513,478 3.6 7,478,089 1.6 11,035,389 147.6

繰 越 金 4,130,191 0.8 5,458,619 1.2 △ 1,328,428 △ 24.3

諸 収 入 56,075,977 11.0 42,337,857 9.0 13,738,120 32.4

県 債 90,647,000 17.7 76,076,000 16.2 14,571,000 19.2

歳 入 合 計 511,774,534 100.0 470,711,687 100.0 41,062,847 8.7

前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。 ※ （ ）内の数字は増減額

対 前 年 度 比平 成 ２ ０ 年 度平 成 ２ １ 年 度
区 分 平成２１年度 平成２０年度

対前年度比
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○一般会計歳入決算は5,118億円となり、２年連続の増加 【前年度比＋8.7%、約410億円の増】

・実質的な地方交付税である臨時財政対策債の増により、地方交付税は減少、一方、県債は増加
・県税は、景気悪化や地方法人特別税の創設などにより減少

諸 収 入
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※臨時財政対策債････地方全体の財源不足を補うために発行される起債。
※臨時財政対策債････後年度、償還金相当額の全額が交付税により措置される。
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〔県税決算について〕

(1) 平成２１年度の県税収入は、前年度比１８．５％減、約２１１億円減の約９２８億円となり、２年連続の減収となった。

（収入の状況）

法人二税において、前年度比４３．５％（約１７２億円）の減収となった。これは、景気悪化の影響により製造業を中心として大幅な減収となった

ほか、地方法人特別税の創設により法人事業税の一部（約５６億円）が国税化された影響によるものである。なお、国から地方法人特別譲与税

（約４３億円）が譲与されたため法人二税の実質収入は、前年度比３２．７％（約１２９億円）の減収となった。

また、エコカー減税の影響により自動車取得税が前年度比３６．８％（約１０億円）の減収、物流の冷え込みによる軽油需要の低迷により軽油

引取税が前年度比６．６％(約６億円)の減収、個人所得の減少により個人県民税が前年度比２．１％(約６億円)の減収となるなど、ほとんどの税目

で前年度税収を下回った。

県税収入は、税源移譲等により、平成１９年度に過去最高の１，１９４億円となったが、景気の悪化や地方法人特別税が創設されたこと等により、

４年ぶりに１，０００億円を割り込んだ。

(2) 平成２１年度の県税収入率は、前年度を４．１ポイント上回る９７．１％となった。

（収入率の状況）

県税大口滞納案件等の徴収強化を図るため、納税推進室を中心に滞納処分を積極的に実施した（滞納処分による収入実績約０．６億円）。

２１年３月には、県と市町が共同して地方税の徴収体制を強化することを目的として、福井県地方税滞納整理機構を設立し、個人住民税を中心と

する徴収困難案件の共同徴収を開始した（機構の徴収実績約２億円、うち個人県民税の収入実績約０．４億円）。

また、前年度において大口の不納欠損処理（約５７億円）を行ったことなどから、収入率は前年度を４．１ポイント上回る９７．１％（全国順位１２位）

となった。
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（税目別調定収入状況）
(単位：百万円 ％)

現年度課税分 現年・滞納繰越 計

区 分 調定額 収入額 収入率 収入額 収入率

構成比

増減額 対前年度比 増減額 対前年度比 平成20年度 平成21年度 増減額 対前年度比

個 人 県 民 税 27,707 27,050 △657 97.6% 27,026 26,421 △605 97.8% 23.9% 28.7% 97.5% 97.7% 27,397 26,814 △583 97.9% 93.4% 92.8%

法 人 県 民 税 5,410 3,374 △2,036 62.4% 5,398 3,355 △2,043 62.2% 4.8% 3.6% 99.8% 99.4% 5,404 3,363 △2,041 62.2% 99.3% 98.6%

県 民 税 利 子 割 1,127 980 △147 87.0% 1,127 980 △147 87.0% 1.0% 1.1% 100.0% 100.0% 1,127 980 △147 87.0% 100.0% 100.0%

個 人 事 業 税 992 844 △148 85.2% 965 826 △139 85.6% 0.9% 0.9% 97.3% 97.7% 988 848 △140 86.0% 92.0% 91.8%

法 人 事 業 税 34,269 19,084 △15,185 55.7% 34,256 19,051 △15,205 55.6% 30.3% 20.7% 100.0% 99.8% 34,267 19,061 △15,206 55.6% 85.6% 99.7%

地 方 消 費 税 10,972 10,557 △415 96.2% 10,972 10,557 △415 96.2% 9.7% 11.5% 100.0% 100.0% 10,972 10,557 △415 96.2% 100.0% 100.0%

不 動 産 取 得 税 2,287 1,913 △374 83.6% 2,212 1,867 △345 84.4% 2.0% 2.0% 96.7% 97.6% 2,293 1,921 △372 83.8% 91.1% 92.1%

県 た ば こ 税 1,615 1,507 △108 93.3% 1,615 1,507 △108 93.3% 1.4% 1.6% 100.0% 100.0% 1,615 1,507 △108 93.3% 100.0% 100.0%

ゴルフ場利用税 342 334 △8 97.5% 342 334 △8 97.5% 0.3% 0.4% 100.0% 100.0% 342 334 △8 97.5% 100.0% 100.0%

自 動 車 取 得 税 2,623 1,658 △965 63.2% 2,623 1,658 △965 63.2% 2.3% 1.8% 100.0% 100.0% 2,623 1,658 △965 63.2% 100.0% 100.0%

軽 油 引 取 税 8,207 7,748 △459 94.4% 8,158 7,737 △421 94.8% 7.2% 8.4% 99.4% 99.9% 8,339 7,786 △553 93.4% 98.8% 99.9%

自 動 車 税 13,109 12,886 △223 98.3% 12,969 12,750 △219 98.3% 11.5% 13.8% 98.9% 98.9% 13,057 12,832 △225 98.3% 97.3% 97.2%

核 燃 料 税 5,423 5,123 △300 94.5% 5,423 5,123 △300 94.5% 4.8% 5.6% 100.0% 100.0% 5,423 5,123 △300 94.5% 100.0% 100.0%

その他の税目※ 24 23 △1 97.4% 24 23 △1 97.4% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 24 23 △1 97.4% 85.6% 87.5%

県 税 計 114,107 93,081 △21,026 81.6% 113,110 92,189 △20,921 81.5% 100.0% 100.0% 99.1% 99.0% 113,871 92,807 △21,064 81.5% 93.0% 97.1%

※その他の税目：県固定資産税、鉱区税、狩猟税、料理飲食消費税、特別地方消費税による税の合計

再掲 :法人二税 39,679 22,458 △17,221 56.6% 39,653 22,407 △17,246 56.5% 35.1% 24.3% 99.9% 99.8% 39,671 22,424 △17,247 56.5% 87.3% 99.5%

平成20年度 平成21年度平成20年度 平成21年度 平成20年度 平成21年度

税 目

平成21年度平成20年度 平成21年度平成20年度
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（県税収入額（現年・滞納繰越 計）の構成比および過去の推移）

収入額の推移

1,041

1,194
1,148

1,125

1,069

1,119

1,139

972

936
970 970

1,139

928

800

850

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
(年度)

(億円)

○県税収入は928億円となり、2年連続の減収（前年度比△18.5%、約211億円の減収）

（主な増減税目と要因）
・法人二税 ･･･△43.5%、約172億円の減収（景気悪化および地方法人特別税の創設）
・自動車取得税 ･･･△36.8%、約 10億円 〃 （エコカー減税による、一台あたり税額の減少）
・軽油引取税 ･･･ △6.6%、約 6億円 〃 （物流の冷え込みによる、軽油需要の低迷）
・個人県民税 ･･･ △2.1%、約 6億円 〃 （個人所得の減少）

収入額伸び率(対前年度比)の推移

103.6

98.0

95.0

104.7
101.8

85.4

96.2

103.6

100.0

107.3

114.7

95.4

81.5

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
(年度)

(％)

県税収入額 構成比

個人県民税
28.9%

法人事業税
20.5%自動車税

13.8%

地方消費税
11.4%

軽油引取税
8.4%

核燃料税
5.5%

法人県民税
3.6%

不動産取得税
2.1%

自動車取得税
1.8%

県たばこ税
1.6%

その他
2.4%

９２８億円

県税収入総額

（１００．０％）
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３ 一般会計歳出（目的別）決算の状況

(1) 前年度と比べると、土木費、教育費などが減少したものの、民生費、衛生費、商工費などが増加したことにより、８．５％の増となった。

(2) 前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。 ※ （ ）内の数字は増減額

民 生 費 … 介護職員処遇改善交付金事業（約３４億円）や介護基盤緊急整備等特別対策事業（約１６億円）のための基金への積立てなど

により、約７６億円の増となった。

衛 生 費 … 地域医療再生計画に基づく事業（約５０億円）や、医療施設耐震化整備事業（約２５億円）のための基金などへの積立てや敦賀

市民間最終処分場抜本対策事業（約２１億円）の実施などにより、約１３７億円の増となった。

商 工 費 … 経済・雇用対策として実施する経営安定資金の大幅な拡充など制度融資貸付金の増加（約１４１億円）により、約１２４億円の増

となった。

（歳出決算額） （単位：千円，％） （歳出目的別決算比較） （単位：千円，％）

増 減 額 増減率 目 的 別 決 算 額 決算額 決 算 額 決算額 増 減 額 増減率

539,368,388 498,509,316 40,859,072 8.2 ａ 構成比 ｂ 構成比 ｃ＝ａ－ｂ ｃ/ｂ*100

506,146,413 466,581,496 39,564,917 8.5 議 会 費 944,584 0.2 1,031,151 0.2 △ 86,567 △ 8.4

継続費逓次繰越 4,872,772 3,746,751 1,126,021 30.1 総 務 費 44,617,637 8.8 42,448,219 9.1 2,169,418 5.1

繰越明許費 20,884,045 16,437,425 4,446,620 27.1 民 生 費 41,791,729 8.3 34,202,552 7.3 7,589,177 22.2

事故繰越 366,856 2,347,621 △ 1,980,765 △ 84.4 衛 生 費 34,668,798 6.8 20,957,160 4.5 13,711,638 65.4

26,123,673 22,531,797 3,591,876 15.9 労 働 費 10,005,067 2.0 7,167,827 1.5 2,837,240 39.6

7,098,302 9,396,023 △ 2,297,721 △ 24.5 農林水産費 40,863,820 8.1 39,193,137 8.4 1,670,683 4.3

93.8 93.6 － － 商 工 費 46,763,544 9.2 34,318,817 7.4 12,444,727 36.3

土 木 費 78,966,521 15.6 81,789,226 17.5 △ 2,822,705 △ 3.5

警 察 費 23,126,105 4.6 23,031,740 4.9 94,365 0.4

教 育 費 90,675,285 17.9 92,730,109 19.9 △ 2,054,824 △ 2.2

災害復旧費 209,392 0.0 871,196 0.2 △ 661,804 △ 76.0

公 債 費 72,613,003 14.3 67,613,469 14.5 4,999,534 7.4

諸 支 出 金 20,900,928 4.1 21,226,893 4.5 △ 325,965 △ 1.5

歳 出 合 計 506,146,413 100.0 466,581,496 100.0 39,564,917 8.5

対 前 年 度 比
平成２１年度 平成２０年度

対前年度比
区 分

小 計

平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度

不用額 A-B-C

執行率 B/A

繰
越
額
C

予算現額 A

支出済額 B
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平成２１年度一般会計歳出決算構成比

教育費
17.9%

土木費
15.6%

公債費
14.3%商工費

9.2%

総務費
8.8%

民生費
8.3%

農林水産費
8.1%

衛生費
6.8%

警察費
4.6%

諸支出金
4.1%

労働費
2.0% 議会費

0.2%

災害復旧費
0.0%

歳出決算額
5,061億円
（100.0％）

350
(9.6)

436
(10.7)

508
(11.9)

486
(10.6)

386
(7.7)

416
(8.0)

461
(8.9)

421
(8.1)

486
(9.0)

433
(7.5)

432
(7.6)

460
(8.2)

511
(9.3)

494
(9.4)

510
(10.0)

390
(7.7)

406
(8.2)

441
(9.2)

419
（9.0）

424
(9.1)

446
(8.8)

276
(7.5)

299
(7.4)

331
(7.7)

358
(7.8) 373

(7.5)

376
(7.2)

393
(7.6)

412
(7.9)

454
(8.4)

485
(8.4)

440
(7.7)

476
(8.5)

488
(8.9)

479
(9.1)

476
(9.4) 471

(9.3)

495
(10.0)

519
(10.8)

503
(10.9)

552
(11.8)

765
(15.1)

264
(7.2)

321
(7.9)

312
(7.3)

392
(8.6)

429
(8.6)

519
(10.0)

412
(8.0)

392
(7.5)

367
(6.8)

421
(7.3)

433
(7.6)

368
(6.6)

358
(6.5)

303
(5.8)

313
(6.1) 341

(6.7)
259

(5.2)

253
(5.3)

277
(6.0)

415
(8.9)

567
(11.2)

530
(14.5)

540
(13.3)

561
(13.1)

600
(13.1)

683
(13.7)

725
(14.0)

783
(15.2)

814
(15.6)

832
(15.4)

842
(14.6)

760
(13.4)

717
(12.8)

675
(12.3) 619

(11.8)
542

(10.7) 477
(9.4)

454
(9.2)

428
(8.9)

429
(9.3)

392
(8.4)

409
(8.1)871

(23.8)

940
(23.2)

946
(22.1)

1,117
(24.4)

1,244
(25.0)

1,275
(24.6)

1,395
(27.1)

1,392
(26.8)

1,333
(24.7)

1,476
(25.6) 1,373

(24.2) 1,302
(23.2)

1,166
(21.3) 1,105

(21.1) 1,026
(20.2) 977

(19.2)
1,009
(20.4)

907
(18.9)

869
(18.8)

818
(17.5)

790
(15.6)

774
(21.1)

887
(21.9)

963
(22.5)

1,016
(22.2)

989
(19.8)

996
(19.2)

995
(19.3)

1,029
(19.8)

1,073
(19.9)

1,007
(17.5)

1,036
(18.2) 1,053

(18.7) 1,027
(18.7)

1,016
(19.4) 972

(19.1)
960

(18.9)
942

(19.0)
942

(19.7)
932

(20.1)

927
(19.9)

907
(17.9)

299
(8.1)

293
(7.2)

303
(7.1)

311
(6.8)

544
(10.9)

539
(10.4)

355
(6.9)

403
(7.7)

481
(8.9)

559
(9.7) 629

(11.1)
680

(12.1) 699
(12.8) 727

(13.9) 748
(14.7) 845

(16.6) 752
(15.2) 708

(14.8)
677

(14.6)

676
(14.5)

726
(14.3)

301
(8.2)

338
(8.4)

360
(8.3)

304
(6.5)

336
(6.8)

342
(6.6)

357
(7.0)

341
(6.6)

368
(6.9)

546
(9.4) 579

(10.2)
564

(9.9) 556
(10.2)

498
(9.5) 499

(9.8)
623

(12.2) 631
(12.8) 594

(12.4) 522
(11.3)

462
(9.9)

451
(9.0)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

5,188 5,151
5,204

5,394

5,682
5,620

5,480

5,241
5,086

3,665

4,054

4,284

4,584

4,984

5,769

5,084
4,948

4,792
4,628

歳 出 の 推 移(億円)

合 計

(年度)

一般会計歳出（目的別）決算の構成比および年次推移

教 育 費

土 木 費

農林水産費

公 債 費

商 工 費
労 働 費

※（ ）内は構成比

4,666

○一般会計歳出は5,061億円となり、２年連続で増加（前年度比＋8.5%、約396億円の増）

・制度融資貸付金の拡充や雇用対策などにより、商工費・労働費が増加

そ の 他

民 生 費
衛 生 費

総 務 費

5,061
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４ 一般会計歳出（性質別）決算の状況

(1) 義務的経費

給与改定や職員数の削減などにより人件費が減少する一方、臨時財政対策債の償還額の増加などにより公債費が増加し、全体で

約６億円の増となった。

(2) 投資的経費 ※ （ ）内の数字は増減額

国の公共事業費の減少等により補助事業は減少したが、単独公共事業費（約３８億円）および陽子線がん治療施設整備事業費

（約４１億円）の増加などにより単独事業が増加し、全体で約１３億円の増となった。

(3) その他行政経費

経済・雇用対策として国から配分された交付金による積立金の増、経営安定資金などの制度融資の枠拡大等による貸付金出資金の

増により、全体で約３７７億円の増となった。

（歳出性質別決算比較） （単位：千円，％）

決 算 額 決算額 決 算 額 決算額 増 減 額 増減率

ａ 構成比 ｂ 構成比 ｃ＝ａ－ｂ ｃ/ｂ*100

201,002,447 39.7 200,401,204 43.0 601,243 0.3

人 件 費 121,789,454 24.1 126,491,995 27.1 △ 4,702,541 △ 3.7

扶 助 費 6,674,069 1.3 6,317,117 1.4 356,952 5.7

公 債 費 72,538,924 14.3 67,592,092 14.5 4,946,832 7.3

115,135,914 22.7 113,880,948 24.5 1,254,966 1.1

補 助 事 業 54,088,230 10.7 57,316,908 12.3 △ 3,228,678 △ 5.6

単 独 事 業 46,514,801 9.2 41,784,160 9.0 4,730,641 11.3

国直轄事業負担金 13,082,075 2.6 12,861,932 2.8 220,143 1.7

受 託 事 業 1,235,789 0.2 1,039,230 0.2 196,559 18.9

災害復旧事業 215,019 0.0 878,718 0.2 △ 663,699 △ 75.5

190,008,052 37.6 152,299,344 32.5 37,708,708 24.8

物 件 費 17,924,775 3.5 17,128,921 3.7 795,854 4.6

維 持 補 修 費 3,913,201 0.8 2,231,844 0.5 1,681,357 75.3

補 助 費 等 77,323,551 15.3 74,123,574 15.9 3,199,977 4.3

貸付金出資金 48,946,625 9.7 34,625,362 7.3 14,321,263 41.4

繰 出 金 4,875,768 1.0 5,786,857 1.2 △ 911,089 △ 15.7

積 立 金 37,024,132 7.3 18,402,786 3.9 18,621,346 101.2

506,146,413 100.0 466,581,496 100.0 39,564,917 8.5歳 出 合 計

平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 対 前 年 度 比

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 行 政 経 費

性 質 別
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平成２０年度一般会計歳出決算構成比

人件費
27.1%

扶助費
1.4%

公債費
14.5%

投資的経費
24.5%

その他
行政経費
32.5% 歳出決算額

4,666億円
（100.0%）

1,049
(28.6)

1,109
(27.4)

1,151
(26.9)

1,185
(25.9)

1,190
(23.9)

1,214
(23.4)

1,259
(24.4)

1,311
(25.2)

1,329
(24.6)

1,310
(22.7)

1,324
(23.3)

1,355
(24.1)

1,374
(25.1)

1,338
(25.5)

1,326
(26.1)

1,286
(25.3)

1,258
(25.4)

1,273
(26.6)

1,278
（27.6）

1,265
(27.1)

80
(2.2)
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(2.1)
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(2.1)

96
(2.1)

75
(1.5)

79
(1.5)
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(1.6)

83
(1.6)
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(1.6)
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(1.5)
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(1.4)
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(1.5)
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(1.6)

84
(1.6)

70
(1.4)

59
(1.2)

55
(1.1)

50
(1.0)

60
（1.3）

63
(1.4)

299
(8.2)

294
(7.3)

304
(7.1)

312
(6.8)

545
(10.9)

538
(10.4)

355
(6.9)

403
(7.7)

481
(8.9)

559
(9.7)

629
(11.1)

680
(12.1)

699
(12.8)

726
(13.9)

747
(14.7)

845
(16.6) 752

(15.2)
708

(14.8)
676

（14.6）
676

(14.5)

1,421
(38.8)

1,555
(38.4)

1,649
(38.5)

1,906
(41.6)

2,126
(42.7)

2,203
(42.5) 2,277

(44.2)

2,305
(44.3)

2,269
(42.1)

2,455
(42.6)

2,163
(38.1)

2,034
(36.2)

1,882
(34.3)

1,795
(34.2) 1,541

(30.3)

1,537
(30.2) 1,562

(31.6)
1,468
(30.6)

1,261
（27.3）

1,139
(24.5)

816
(22.3)

1,011
(24.9)

1,090
(25.4)

1,085
(23.7)

1,048
(21.0)

1,154
(22.2)

1,179
(22.9)

1,102
(21.2)

1,231
(22.8)

1,360
(23.6) 1,484

(26.1)
1,469
(26.1) 1,439

(26.3) 1,298
(24.8)

1,402
(27.6)

1,357
(26.7) 1,321

(26.7) 1,293
(27.0) 1,353

（29.2）
1,523
(32.5)
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4,584

4,984

5,769

5,084 4,948

4,792
4,628

歳 出 の 推 移
(億円)

合 計

(年度)

一般会計歳出（性質別）決算の構成比および年次推移

※（ ）内は構成比

4,666

平成２１年度一般会計歳出決算構成比
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公債費
14.3%
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37.6% 歳出決算額

5,061億円
（100.0%）
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(25.9)

1,151
(26.9)

1,109
(27.4)

1,049
(28.6)

6763
(1.4)

60
（1.3）

50
(1.0)

55
(1.1)

59
(1.2)

70
(1.4)

84
(1.6)

86
(1.6)

82
(1.5)

82
(1.4)

85
(1.5)

84
(1.6)

83
(1.6)

81
(1.6)

79
(1.5)

75
(1.5)

96
(2.1)

90
(2.1)

85
(2.1)

80
(2.2)

676
(14.5)

676
（14.6）

708
(14.8)

752
(15.2)

845
(16.6)

747
(14.7)

726
(13.9)

699
(12.8)

680
(12.1)

629
(11.1)

559
(9.7)

481
(8.9)

403
(7.7)

355
(6.9)

538
(10.4)

545
(10.9)312

(6.8)
304
(7.1)

294
(7.3)

299
(8.2)

1,139
(24.5)

1,261
（27.3）1,468

(30.6)

1,562
(31.6)

1,537
(30.2)

1,541
(30.3)

1,795
(34.2)

1,882
(34.3)

2,034
(36.2)

2,163
(38.1)

2,455
(42.6)2,269

(42.1)
2,305
(44.3)2,277

(44.2)

2,203
(42.5)

2,126
(42.7)

1,906
(41.6)1,649

(38.5)1,555
(38.4)1,421

(38.8)

1,523
(32.5)

1,353
（29.2）

1,293
(27.0)

1,321
(26.7)

1,357
(26.7)

1,402
(27.6)

1,298
(24.8)

1,439
(26.3)

1,469
(26.1)

1,484
(26.1)

1,360
(23.6)

1,231
(22.8)1,102

(21.2)1,179
(22.9)

1,154
(22.2)1,048

(21.0)

1,085
(23.7)

1,090
(25.4)1,011

(24.9)
816

(22.3)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

5,188 5,151 5,204

5,394

5,682 5,620
5,480

5,241
5,086

3,665

4,054

4,284

4,584

4,984

5,769

5,084
4,948

4,792

4,628

歳 出 の 推 移
(億円)

合 計

(年度)

公 債 費

投資的経費

その他
行政経費

人 件 費

扶 助 費

※（ ）内は構成比

4,666

・経済・雇用対策のための積立金や貸付金出資金の増により、その他行政経費が増加
・人件費は抑制したものの、公債費の増により、義務的経費が増加

5,061

(37.6)

(14.3)

(24.1)

(1.3)

(22.7)
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５ 特別会計歳入歳出決算収支について

(1) 特別会計全体の歳入総額は１，０２６億７，５２９万円で前年度に比べ１４９億２，７８９万円、１２．７％の減、歳出総額は９９０億６，７８３万円で前年度に比べ

１５５億７，５８８万円、１３．６％の減となった。

(2) 前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

公債管理…………………………… 借換債および繰上償還に伴う償還額の減により、歳入歳出とも約１３８億円の減となった。

中小企業支援資金貸付金………… 貸付金の一部が最終償還年度を迎えたことなどにより、歳入で約１４億円、歳出で約９億円の増となった。

用地先行取得事業…………………… 日野川総合開発事業等の償還完了などにより、歳入歳出とも約1２億円の減となった。

下水道事業…………………………… 九頭竜川流域下水道事業にかかる繰上償還の減少により、歳入で約５億円、歳出で約７億円の減となった。

（会計別決算収支） （単位：千円，％）

決算額 対前年度増減額 対前年度増減率 決算額 対前年度増減額 対前年度増減率

公債管理 85,820,730 △ 13,838,522 △13.9 85,820,730 △ 13,838,522 △13.9 0

用品等集中管理事業 310,246 △ 24,167 △7.2 261,456 △ 17,408 △6.2 48,790

災害救助基金 36,836 33,532 1,014.9 36,836 33,532 1,014.9 0

母子寡婦福祉資金貸付金 233,945 △ 38,516 △14.1 168,644 60,555 56.0 65,301

中小企業支援資金貸付金 4,726,807 1,420,984 43.0 2,957,156 918,639 45.1 1,769,651

農業改良資金貸付金 156,254 29,698 23.5 26,192 16,483 169.8 130,062

沿岸漁業改善資金貸付金 292,058 22,239 8.2 12,792 4,143 47.9 279,266

林業改善資金貸付金 73,555 21,643 41.7 2,710 △ 508 △15.8 70,845

県有林事業 105,218 △ 60,434 △36.5 105,210 △ 60,434 △36.5 8

用地先行取得事業 395,000 △ 1,209,226 △75.4 395,000 △ 1,209,226 △75.4 0

駐車場整備事業 139,538 29,077 26.3 139,536 29,075 26.3 2

港湾整備事業 3,327,425 47,296 1.4 3,327,425 47,296 1.4 0

下水道事業 3,126,306 △ 451,734 △12.6 2,290,820 △ 657,281 △22.3 835,486

証紙 3,931,376 △ 909,765 △18.8 3,523,323 △ 902,227 △20.4 408,053

102,675,294 △ 14,927,895 △12.7 99,067,830 △ 15,575,883 △13.6 3,607,464合 計

会 計 名
歳 出

歳入歳出差引額
歳 入
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６ 本県の財政状況について

本県の経済・雇用情勢については、持ち直しの動きが進展しているものの、依然として厳しい状況にある。県財政においても、平成２１年度の

歳入歳出決算でみると、県税収入が法人二税を中心に大幅な減収となり、県債の発行に頼らざるを得ないなど厳しい財政運営を余儀なくされ

ている。平成２１年度末現在で県債残高は、８,５４６億円と増加しているが、増加額は、後年度に全額交付税措置される臨時財政対策債による

ものであり、主要な財政指標の全国との比較では、中位程度の水準を維持している。

こうした状況の下、県では、確実な景気回復と経済成長が喫緊の重要課題であり、積極的な経済・雇用対策を実施しているところであるが、

財政の健全性確保の観点から、経済･雇用対策については、国から配分された交付金を最大限に活用するとともに、職員数の削減や事務事

業の見直しなど徹底した行財政改革を実行している。

今後、歳出面では、少子高齢化の進行による社会保障費の増加のほか、県債の償還額も増加する見込みであり、さらには、大規模プロジェ

クト事業などに対応していく必要があることから、引き続き行財政改革を着実に実行していく。

主な財政指標

備 考

借入金の返済額およびこれに準じる額（公営企業債繰出金等）の
大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すもの

実質公債費比率

平成２０年度

13.3％（全国22位）

平成２１年度

9月議会で報告予定

91.6％（全国6位）
財政構造の弾力性を判断するための指標で、数値が小さい程、財
政構造に弾力性があることを表す

経常収支比率 92.9%

将来負担比率
一般会計等の借入金等、公社・三セクで将来支払っていく可能性
ある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧
迫する可能性が高いかどうかを示すもの

234.6％（全国22位）9月議会で報告予定
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